





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































吹 区 緯線方lnj及 絲 〃lhlに 勺1 ロ〆・‐1,ル1匹;〃
2 地域メッシドニ ソシュを ００メー・ ルI、








































人口総数 341,924；155,727ｉ149,872 647,523 7，１９４，５５６
人口密度（人/km2） 4,749.6；3,175.5；3,349.8 3，９０６．２ 1,894-2
年少人口割合（％） 1２．７ 1２．０ 1３．４ 1２．７ 1３．３
生産年齢人口割合（％） 6５３6６．３ 6６－４ 6６．１ 6６．０
22.5：２０１老年人口割合（％） 2０．６ 2０９ 2０．４
36.7：２２１；２６．６１１３０７東京都への通勤率（％） 2４．２





































まく 3６ 2６ ２





























































































































－戸建割合（％） ６０．３；ﾖ０．４： 5９．０ 5４．６ ３６．７
















































50～６９㎡割合（％） 1９．７ 1８．７２０．４； 1９．０
























































































































５０～691,21世帯当た 2．４１ 2．３４ 2．２０






















































































































所沢市 97,321ｉ100,277；104,617ｉ110,6367０，６５６ 8６，４８０ 9４．６７３
老年人口 狭山市 48,143；４７，６８９；４７，５８３：４８，７７９3５，１２５ 43,612 4７，６４１






所沢市 2０．７ 2５．１ 2７．７ ２８９Ｉ３０．５；３２．８；３６．０
高齢化率（％） 狭山市 33.5；３４．８；３６．８！４０．２2２６ 2８．５ 3２．０






















９５．４ｉ９２ 二： ８． ：８３．
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９７．２：９４ ロ９















































































































































































































割合 高齢化率（②/①） 2０．１ 2０．９


















































































































































11000；埼玉県 8７．６9４．５1００．０ 1００．２ 9９．１ 9７．２ 9１．２
12000＃千葉県 9０．０ 8６．２9３．４100.0 9９．６ 9８．５ 9６．３
L3000i東京都 9８．５ 9６．２ 9３．５1００．０ 1０１－４ 1００．１1０１．２
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定実績は、毎年わずかながらあったものの、２０１２年に劇的に増加し、２０１４年１０月の時点では
401の地方公共団体が空き家対策条例を制定したとされている。この劇的な増加をきっかけとし
て、２０１４年１１月に「空き家等対策の推進に関する特別措置法」が公布され、２０１５年５月に完
全施行された[8][91。
（３）横断的な調整の必要性
「論究ジュリスト」(2015年秋号)では、「土地法の制度設計｣について特集が組まれている[9]。
この特集では、上述した空き家対策特措怯の制定に関する論文のほかに、土地法の現代的諸相に
ついて多面的かつ掘り下げた検討を行った論文が掲載されている｡掲載された論文においては｢都
市の縮退」と呼ばれる現代状況を反映した指摘がなされている5゜これらの論文の共通認識として
「土地法が｢都市の縮退｣、「地域の衰退」と呼ばれる現代状況になお十分に対臺応しきれていない」
と特集の巻頭言にあるように[10]、今後の人口減少社会において、人口が増加してきた時代の制
度は見直しを余儀なくされるであろうことは各種論文等で既に指摘されている。
今後は、法律や財政など行政のあらゆる部門において、人口が減少し、都市が縮退するという
前提で事業を進める必要があると思われる。対策の検討、意思決定の過程、部門間の調整におい
ては、背景となる人口減少の状況を情報共有することが重要になると考えられることから、統計
データやＧＩＳを用いた資料作成スキルの重要性が高まると考えられる。
5.3小地域単位の分析の必要Ｉ性
（１）市区町村内の人口増減
地域全域では人口が減少していなくても、小地域別に人口増減を確認すると、人口が増加して
いる地域、減少している地域が混在していることが多い。
例えば、３節で取り上げた分析地域の２００５年の人口は642,750人、２０１０年の人口は647,523
人であるので、この期間の人口増加数は4,773人、人口増加率は０７％で微増である。しかし、
小地域別に人口増減を確認すると鉄道路線に近い市街化区域内で人口が増加している傾向がやや
見られるものの、市街化区域内でも人口が減少している町丁字があり、また市街化区域外でも人
口が増加している町丁字もある。
同じ期間の分析地域における単独世帯の割合は25.5％から２８３％と高くなっており、世帯の単
独化が進んでいる。また「持ち家」の割合が高い町丁字において既に人口が減少している町丁字
も存在し、このような地域では空き家が既に発生している可能性もある。
このように市区町村全域では人口が減少していなくても、市区町村内の一部の地域では人口減
少に関わる課題が表出していることもあると考えられるので、小地域別の人口や世帯等の統計地
図を用いて課題が現れる可能性が高い地域をモーターすることにより、今後必要な対策の「ひな
形」を検討できる。
5データに基づく地域診断を行ったデトロイト市の空き家対一策事例についても紹介されている（GIS、
統計データ等を用いて政策介入の効果が最も迅速に期待できる地域を絞り込み空き家対策を実施す
る)。
２０３
（２）小地域の人口増減指標の算出について
国勢調査の町丁字別データを用いて人口増減率を計算する時は、まず始めに２時点の町丁字が
同じ地域を示しているか確認する必要がある。例えば、住宅地の開発などにより町丁字の境界が
変更された場合は、地域の範囲が等しくないため２時点間の人口増減の状況を正確に確認できな
い。ＧＩＳを用いて２時点間の地図データと統計データを等しくする下準備が必要になる。町丁字
などの小地域は区域数が多いためこの作業に手間がかかる。境域が異なる２時点間のデータを直
接比較できる機能を持つＧＩＳがあれば大変有用である。
異なる境域を比較する方法としては、面積按分など町丁字の境域をより詳細な区域に区分して
から比較できるようにする方法と複数の境域を統合して比較できるようにする方法の２つが考え
られる。詳細な区域に区分する方法としては面積按分が一般的によく利用される。
町丁字別集計を利用する場合は、町丁字内に学校などの施設等や高層の共同住宅等が立地して
いるため町丁字内の人口の空間的な分布が一様でないことに注意する必要がある。面積按分は地
域内の人口が一様に分布しているという想定で人口を按分する方法であるため、按分による誤差
が含まれる可能性がある。複数の境域を統合して時系列比較ができる機能を持つＧＩＳがあると、
市区町村内の人口増減の様子を容易に把握できる。
5.4大きな地域単位における施策と小さな地域単位における施策の調整
ここでは統計データ利用に関して、地域全体と各小地域との位置づけについて整理する。
５．３では、統計データを用いて小地域の人口。世帯の様相を確認することにより、具体的な施
策等の検討が可能になると述べたが、一方で「部分最適」を積み重ねても「全体最適」とはなら
ないことがあるので、様々な組織との調整や連携を行うことも重要になると考えられる。このよ
うな調整あるいは連携を行う時に提示する資料の作成においては、小地域のみならず全国、都道
府県別、市区町村別の集計データを利用して地域全体から見た当該小地域の位置づけを明らかに
すると、全体像を確認できるため分析結果が理解しやすい。
また、全国、都道府県別、市区町村別の集計データは、詳細な統計項目をクロス集計した統計
表が好評されているのでこれらも併せて確認すると、地域における統計項目の特徴を把握できる。
加えて、ある地域において人口減少に関する課題の対策の有効性が確認できた場合は、同質性
を持つ他の小地域にその対策を適用することを検討鬘できる。公的統計データは定義が明確で全国
について集計されているため、有効な対策について他地域や諸外国と共有できる可能I性があると
いう利点がある。
6.1情報（データ）リテラシーの推進
前節で述べたように、分野横断的に人口減少社会の課題に取り組むためには、統計データを表、
グラフ、統計地図に整理して客観的な'情報を共有する必要がある。人口減少社会において、統計
データを活用した資料を作成するために求められる力について以下に簡単に整理する。
本章で紹介したのは基礎的な分析の一例である。地方公共団体の職員を始めとして、その地域
に関わる方々がこのような基礎的な分析を行うことで、統計データ利用に関する基礎知識を得る
２０４
ことができる。そしてこの基礎知識は、専門家による高度な分析結果の理解にも役に立つと考え
られる。
（１）データを客観的に読み取る力
小地域の統計データを利用して地域の情報を確認すると、普段業務などでよく知っている地域
の情報と統計データが関連づけられるので、高齢化率などの統計指標について理解が深まる。し
かしその一方で、既に個人が持つ地域のｲﾒｰｼﾞが強すぎることによって誤った解釈をしてしま
うこともあり得る。対策として資料作成後第三者に説明を行い、データの読み取り方に偏りや誤
りがないか確認することが望ましい。客観的な視点を失わずに統計データを整理し、判断材料と
なる資料を作成するための技術や知識を醸成する必要がある。
（２）正確に分かりやすく表現する力
統計データの調査項目は用語の定義が明確に定められているが、＿般的に使われない用語もあ
り、情報を共有する人に理解しやすい説明を心がける必要がある。また、統計地図やグラフにつ
いては普段見慣れていない人もいると考えられるので、統計地図やグラフのどこに注目してほし
いのか言葉や図による補足を行うことが大切である。この補足を行う過程で分析者自身のグラフ
等についての考えや理解が深まる｡
ＩＣＴ環境の普及。拡大やオープンデータの整備等により、様々な統計データや地図データを利
用したグラフや統計地図の分析は以前と比I陵して容易になった。しかし、データの種類が多様で
ソフトウェアの機能が充実してきたからこそ、分析に当たっては結果を伝える「対象者」と分析
の｢主題(テーマ)」を明確にすることが重要となる｡分析の対象者と主題を明確にしない場合は、
分析の意義が伝わり難くなる。
大量データの処理においては、何のために分析し、資料を作成するのか、「当該課題の目的」と
「データ処理から明確になったこと」についてよく観察し、目的に沿った分析を進める根気が必
要である。
なお、今後の統計データを利用した資料壜作成や分析の表現に関連して、統計やGISの専門家と
行政などの実務家の協議によって、重要な統計指標の小地域を分類する「境界値の基準」が標準
化され、安定した分析を可能にすることが必要である。
（３）統計データ利用の倫理
統計データを利用した資料には、データの出所を明記する必要がある。資料の読者が同じ分析
を行えば同じ計算結果を確認できることが望まれる。
また、グラフの作成や指標の算出時には様々な中間データが生成される。資料について何らか
の誤り発見したり、指摘を受けたりすることがあるので、データの再確認が必要になる場合もあ
る。加工過程のファイルを適切に管理することが重要である。このような加工過程のファイルは
Iま一種の実験ノートといえる。
さらに、ソフトウェアを用いて多種多様な統計データを処理する際、コピーなど手作業による
ミスがあると結果を誤る。政策策定に重要な計算については、処理結果が正しいか複数人で確認
できる環境を整えることも重要である。
2０５
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